
個人情報保護方針 

環境通信輸送株式会社は、物流事業、環境事業、人材派遣事業、太陽光発電設置事業、およびこれらに

付帯する事業を行う中で、お客様および従業者等からお預かりする個人情報保護の重要性と社会的責務を

認識し、以下の個人情報保護方針に基づいて、個人情報保護のためのマネジメントシステムを確立し、個人

情報の適切な取扱いと安全管理の徹底により、信頼にお応えします。 

 

（法令の遵守） 

１． 個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針その他の規範を遵守します。 

（個人情報の取得） 

２． あらかじめ利用目的、お問い合わせ窓口等の必要な情報を明らかにし、ご本人の同意を得たうえで個人

情報を取得するよう努めます。 

（利用目的の範囲内での利用） 

３． あらかじめご本人の同意を得た場合、および法令により認められた場合を除き、あらかじめ特定された

利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を取り扱い、目的外利用を行わないための措置を講じ

ます。特に目的外利用を防ぐために、取扱う担当者およびアクセス権限を明確にしております。 

（安全管理措置） 

４． お預かりした個人情報を正確かつ最新の内容に保つよう努めるとともに、適切な安全管理措置を講じ、

不正アクセス、漏えい、改ざん、滅失、き損等の防止を図り、必要に応じて是正してまいります。 

（委託先の監督） 

５． 利用目的の達成に必要な範囲内において、お預かりした個人情報を取扱い第三者（以下「業務委託先」

といいます。）に委託することがあります。業務委託先に対しては、個人情報の取扱いについて、十分な個

人情報の保護水準にあることを確認のうえ選定し、契約の締結を通じて必要かつ適切な監督を行いま

す。 

（第三者への提供） 

６． 法律により認められた場合を除き、ご本人の同意なく個人情報を第三者に提供することはありません。 

 

（苦情・相談等への対応） 

７． 個人情報の開示、訂正、削除、利用停止等の要請や、個人情報の取扱いに関するお問い合わせに対し

て、窓口を設置し速やかに対応します。 

   〔問合せ先：個人情報保護苦情・相談窓口（TEL：048-729-6601）〕 

（継続的な改善） 

８． 個人情報保護委員会を設置し、個人情報保護管理責任者および各部門個人情報管理責任者を中心に、

全従業者への教育・監査の実施等を通じて、各部門の業務内容などを考慮した社内管理体制の継続的な

改善に努めます。 

 

  

 

 

                                            

環境通信輸送株式会社 

代表取締役社長  神田 文男 

制定：平成２０年 ４月 １日 

改訂：平成２９年 ５月 １日 

 

 
 



          「個人情報の保護に関する法律」に基づく公表事項 
 

制定：平成 20年 4月 1日 

改訂：平成 28年 6月 4日 

環境通信輸送株式会社  

個人情報管理責任者 

経営企画本部長 渡邉 克明  

 

環境通信輸送株式会社がお預かりする個人情報について、「個人情報の保護に関する法律」（以下、「法」と

いいます。）により公表、もしくは対象となるご本人が知りえる状態に置くべきものとして定められている以下

の事項を公表いたします。 

 

１．個人情報の利用目的の公表に関する事項（法 18条 1項、23条第 4項 1号、24条 1項関連） 

(1) 開示対象個人情報の利用目的 

個人情報の類型 利用目的 

当社へ直接工事（作業）業務をご依頼 

頂いたお客様情報 

工事（作業）の実施、アフターサービスの 

提供に必要な範囲内での利用 

採用に関する個人情報 各種通知、回答など従業員選考に関する連絡 

人材派遣登録者の個人情報 派遣先への紹介 

従業員の個人情報 

勤務管理、給与計算などの業務で利用 

厚生福利での利用、社内事務処理 

健康管理、セキュリティ管理 

 (2) 開示対象個人情報以外の個人情報の利用目的（当社に開示等の権限はありません。） 

個人情報の類型 利用目的 

受託工事（受託作業）業務において 

提供を受けたお客様情報 

工事（作業）の実施、アフターサービスの 

提供に必要な範囲内での利用 

ご本人から直接書面にて記載された個人情報をお預かりする場合は、その都度利用目的を明示させてい

ただきます。但し、次の場合は除きます。 

① 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権

利利益を害するおそれがある場合 

② 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当社の権利又は正当な利益を害するおそれがあ

る場合 

③ 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合

であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれ

があるとき 

④ 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

 

２．個人情報の第三者提供に関する事項（法第 23条第 1項、2項、3項関連） 

当社は、法律により認められた場合を除き、ご本人の同意なく個人情報を第三者に提供することはありま

せん。但し、次の場合は除きます。 

(1) 法令に基づく場合  

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、ご本人の同意を得ることが困難

である場合  



(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、ご本人の同意

を得ることが困難である場合  

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対し

て協力する場合であって、ご本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあ

る場合 

 

３．個人情報の共同利用に関する事項（法第 23条第 4項関連） 

当社は、お預かりした個人情報を共同利用させていただくことはありません。 

 

４．個人情報の開示等の求めに応じる手続きに関する事項 

当社は、お預かりした個人情報のうち、「開示対象個人情報」について、ご本人からの「利用目的の通知

（法 24条 2項関連）、開示（法第 25条 1項関連）、訂正・追加・削除（法 27条 1項関連）、利用停止・消去、

第三者提供の停止（法 27条 1項、2項関連）」のお求めを以下の手続き等により受付けます。 

 

(1) 開示等の求めの申し先 

 〒330-0844 埼玉県さいたま市大宮区下町 2-61 

 環境通信輸送株式会社 個人情報苦情・相談窓口 宛 

TEL 048-729-6601 

(2) 申込書へのご記入（様式は当社から送付します） 

 (3) 本人確認 

当社担当からご本人様へ「ご本人様であるか」確認させていただきます。 

 (4) 開示等の求めに対する回答 

申込書の記載住所へ書面によってご回答申し上げます。 

 (5) 開示等を求められた場合に取得した個人情報 

開示等の求めのみに使用し、１年間保存し、その後再生不可能な形式で廃棄します。 

 (6) 開示の求めに応じられない場合 

次に該当する場合は、開示の求めに応じられません。不開示と決定した場合は書面にその理由等を

通知申し上げます。 

   ① 本人と確認できない場合 

   ② 申込書に不備があった場合 

   ③ 開示の求めの対象が「開示対象」に該当しない場合 

   ④ 本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれのある場合 

   ⑤ 他の法令に違反することになる場合 

 

５．苦情及び問合せ対応窓口（法第 24条第 1項、31条関連） 

個人情報の収集・取り扱いに関する苦情及び問い合わせ先 

〒330-0844 埼玉県さいたま市大宮区下町 2-61 

環境通信輸送株式会社 個人情報苦情・相談窓口 宛 

TEL 048-729-6601 

【所属する認定個人情報保護団体の名称および苦情解決の連絡先】 

 一般財団法人 日本情報経済社会推進協会（略称：JIPDEC） 

 個人情報保護苦情相談室   TEL 0120-700-779 

 住所： 〒106-0032 東京都港区六本木一丁目 9番 9号 六本木ファーストビル 内 


